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を継承し，1907 年 4 月の満鉄成立後はその経
営に属したが，継承当時の採掘は千金寨，楊柏


























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































業 1 を維持した［満鉄会 2007, 240-241］。特に











































物に対する特定運賃である。まず 1907 年 7 月
に大連，営口発着の特定運賃を定めて鉄嶺以北
から両港への運賃均等化を定めた。翌 08 年 7
月に大連，営口両港着の均等運賃を范家屯以北
数駅に限定，さらに 09 年 10 月には旅順もその
























炭種 北海道炭 筑豊炭 常磐炭 撫順炭































合計 6.92	 5.62	 3.60	 9.65	
鉄道輸送距離 142.1km 24.8km 191.6km 433.9km





































そして，満鉄貨物列車の 1 列車 1 哩当たりの
輸送成績（図 5）は，1912 年度以後増加し，特




















































式会社撫順炭坑 1909, 21-22, 32-33］。
各鉄道線をロシアから継承した野戦鉄道提理

















































































と営口 2 円，香港へのそれは大連 2.4 ドルと営
口 2.5 ドルのため，営口実業会では 1913 年度
に営口からの輸出撫順炭が 16 万 3414 噸で，こ
れを全部横浜向けと仮定して陸上運賃の差額を
考慮すれば，大連より輸出する場合と比較して
14 万 2170.18 円分有利になると優位性を主張し
た［営口実業会 1918, 17］。ところが，営口港は
「港内に置場所の設備ありて不便を感ずる事」

















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































炭高 50 万噸のうち大連港の輸出分は 5 万噸に
すぎなかったが，その後前述の運賃制度改変や
輸送設備の改善によって大連の取扱量は急増し

























会社商事部庶務課 1923, 8-10; 南満洲鉄道株式会社




















































鉱業課  n.d., 2-3］。前述の積込設備の抜本的改良
計画，さらに 1922 年の埠頭築造や石炭積込専
用桟橋の設置方針決定も自然発火対策のひとつ



























































会社 1919, 624］，大連港の石炭移輸出量も 1923





















































































































































































































































































































































ち撫順炭は 1912 年の輸入量に対し，16 年に約
1.3 倍，20 年に約 3.2 倍へと増加し，朝鮮輸入
炭全体での割合も 12 年に 32.5 パーセント，16








1909 年の消費量に対して，16 年に約 3.5 倍，
20 年には 7 倍に急増し，また消費先は 1916 年
には朝鮮総督府鉄道 41 パーセント，家庭用 17
パーセント，ガス電気 10 パーセントで，20 年
には朝鮮総督府鉄道 33 パーセント，製造工業































































は共に 20 年度（表 4 参照）であり，また高炉
完成による三菱製鉄兼二浦製鉄所の本格的操業








































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































Wright, T. 1979. Coal Mining in China's Economy and 






文地理学会第 134 回歴史地理研究部会（2014 年 4
月　於・ハートピア京都）で報告し，討論を経た
ものである。
（奈良大学文学部教授，2014 年 1 月 6 日受領，2014
年 11 月 17 日レフェリーの審査を経て掲載決定）
